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「生活道路」における交通安全－安全施策の「新局面」について－ 
                           尾形隆彰 おがたたかあき 
 
１ 交通事故死傷者の激減と飲酒運転防止 
 前回のプロジェクト研究報告書では、飲酒運転への法的制制裁の強化と、それ以上に厳
しい「社会的制裁」に関して筆者が抱いた懸念について論を展開した。 
しかし、直近における現実の交通事故死者数（図表１）はどうなったかというと、平成
１５年に政府が掲げた、「１０年間で事故死者を半数の５，０００人以下とする」という『キ
ックオフ計画』が、大方の「とても達成出来まい」との予想にもかかわらず、平成２１年
には見事達成された。また平成１８年策定の第８次交通安全基本計画に掲げられた「平成
２２年までに年間の事故車数を５，５００人以下とする」という目標も、３年目で実現し、
平成２２年中の死亡者数は４，８６３人にまで激減した。 
わが国の事故死者数のデータは、依然として２４時間以内の死亡というデータを使って
いるので、国際的に見れば問題だという指摘もあるが、欧米基準の３０日以内の死者とい
う基準で見ても、概ね１．１７倍となるところから６千人を切るレベルとなったことにな
る。従ってこの間の死者数の激減は、いわば歴史的ともいうべき快挙だったことは間違い
ない。勿論、まだこれだけの死者数があることや、死傷者総数の多さを見れば手放しに喜
ぶべき数字ではないのだが、筆者としてもこの間の前進については大いに評価すべき事実
であり、また喜ばしいことであることは言うまでもない。 
（図表１）道路交通事故による事故発生件数、死者数及び負傷者数推移 
 
出典 警視庁 
こうした劇的な変化の原因について、科学的な検証はまだ進んではいないのだが、以下
のような要因があったことには異論はないだろう。 
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１） 道路交通環境の整備･･･高速道路や幹線道路の整備はもとより、地方道路や「生活
道路」においても徐々にではあるが改善が行われてきたこと。これには海上交通や航空に
ついても言えるだろう。 
２） 車両の安全性の改善･･･衝突時の搭乗者への安全確保や相手の搭乗者や歩行者など
へのダメージへの軽減技術が進んできたこと。鉄道駅の転落防止柵などの様々な最前線で
の環境整備も含まれよう。 
３） 救助・救急活動の充実･･･医療機関配置や医療スタッフのアンバランスや、ヘリ搬
送等の未整備、搬送中の医療体制の不備などが指摘されるのだが、そうした厳しい条件の
下でも、こうした活動による死亡率の低下への貢献を忘れるべきではない。 
４） 走行距離の低下･･･景気悪化と関連して、自動車の利用そのものが減少している。
特に若年者による車の利用率が低下したことが、事故減少に大きく影響していると思われ
る。 
５） 遵法精神と取り締まりの効果･･･数値には表れ難いのだが、国民の遵法精神と警察
による取り締まりへの努力も大きく影響しているだろう。特に、次項にあげた飲酒運転へ
の厳罰化や、法律外に行われる企業等による処分の厳しさがあり、それらに対して許容的
な文化的背景があると思われる。 
６） 飲酒運転厳罰化の影響･･･飲酒による事故は間違いなく激減した。確かにこの間に
はひき逃げが増えかけたし、依然として責任ある立場に人々の逮捕劇が新聞紙上を賑わし
ていること、また発覚しない「暗数」がどれほどあるかは定かではないのだが、飲酒事故
も飲酒運転そのものも大幅に減ったということは明らかだろう。その場合、飲酒運転への
厳罰化が全体の交通安全への意識や行動にどのような影響を与えたかについての、科学的
な測定は今後の研究課題だろう。 
事故死傷者の減少への研究 
こうした死傷者減少の要因について、今後の重点施策を知るために調査研究（１）が内閣
府政策統括室（共生社会政策）―座長桑原雅夫東大教授、筆者も委員として参加―によっ
て行われた。その目的は、第８次基本計画の期間中の死傷者減少の原因を探り、第９次計
画の戦略ターゲットを定めることにあった。その手法は、過去５年間の使用者数を非説明
変数として、考えられるいくつかの説明変数を挙げ、多変量解析の重相関係数を作出し、
回帰分析を行う。その結果をもとに５年間のシミュレションを行い、今後の動向を占うと
いうものであり、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社に委託された。本稿で
は、将来予測は別として、過去の死傷者激減の背景を知る際の興味ある知見を提供してい
るものなので、簡単に紹介しておこう。 
被説明変数は、１億キロあたりの事故件数であり、取り上げられた説明要因は、①若年
ドライバーの割合、②自動車台数あたりの高齢者人口、③自動車あたりの舗装延長、④実
質賃金、⑤飲酒運転に対する罰金額、⑥シートベルト着用義務化、⑦車両安全性（新車率）、
⑧カーナビ普及、⑨エコドライブの新聞記事数、⑩飲酒運転事故の新聞見出し数、⑪携帯
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電話普及率などである。それぞれ、ダミーとなる数値を使ったり、要因が網羅的でもない
ので限定的な分析ではあるが、興味深い研究ではある。 
 結果の要約によると、若年ドライバーの減少や、高齢人口比率、舗装延長などは事故数
の減少に大きな効果があった。また、車両安全性、飲酒運転への罰金、カーナビの普及、
エコドライブの新聞記事なども減少に効果があった。なおシートベルトの普及や飲酒運転
事故の新聞見出し数はあまり効果が見られなかった、というものである。 
 先に述べたこの間の死者数の減少に関する推定や、実際起こった現実をかなりよく裏付
ける分析結果であろう。全体の回帰係数が明示されていないので、要因全体の説明率や、
ここの要因の寄与率は分からないが、本論の論点でいえば、飲酒運転への厳罰化が「効果」
をもたらしたことは間違いない。ただ飲酒運転事故関連記事の見出し数は、あまり強く影
響していないという点はやや意外な感があった。それはともかく、厳罰化の効果が発揮さ
れたことを否定することは出来ない。もっとも、「厳罰化」の限界というものはあるのであ
って、こうした効果を持って一層の厳罰化を求めるという風潮が際限なく広がることには、
依然として筆者には疑問が残る（２）ところである。 
ただ厳罰化とポピュリズムを国際比較した犯罪社会学者の浜井浩一（３）は、わが国の司
法は、そのトップや首長が選挙で選ばれる国々とは違って、専門家として相対的に自立的
なので、ポピュリズム的な振幅は小さいと述べている。こうした主張を裏付けるように、
今回の第９次計画では、この間の飲酒運転および事故の減少を評価したからであろうか、
飲酒運転防止（罰則強化）への言及は小さくなるように思われる。言葉は不適切かも知れ
ないが、罰則強化という「劇薬」はひき逃げや法律外的処分ともいうべき事態を招いた疑
いも無かったとは言えない。そこでしばらく様子を見ようという判断があったのではない
かと筆者がいえばうがち過ぎだろうか。 
飲酒運転防止へのインセンティブ対策 
前回の論文への論及が多すぎたかも知れないが、最後に飲酒運転への罰則強化後の事態
に関して、筆者がかかわった調査（３）に若干触れておこう。この調査は警察庁が行ったも
ので、かなり啓蒙的なものである。その趣旨は、飲酒運転を取り締まるというだけでは中々
防止運動が浸透しにくい。そこで、取り締まりの対象者にも何らかのインセンティブとな
りうるような事例を取り上げて、広く世に知らしめようというものである。そこには前稿
で取り上げた、飲食店への客の減少といった経済的ダメージを少しでも回復させたいとい
う思いもあった。調査は全国の交通安全協会に、ユニークな飲酒運転防止の施策を紹介し
てもらい、その中から注目すべきものを取り上げて事例集とした。 
たとえば、「飲酒運転はしません」という署名をすればオートローンの金利を０．１－０．
７％引き下げる車販売店、深夜乗り合いジャンボタクシーを運行するタクシー会社、ホテ
ルによる「飲んだら泊まって」作戦、飲食店組合のタクシー割引券の発行、深夜駐車場へ
の利用者への割引、スーパーの深夜「駐泊サービス」、旅館への検知管の設置、ハンドルキ
ーパーへのソフトドリンク無料提供など、実に多様な事例が集められている。筆者として
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は、こうしたキャンペーンの直接的効果にも興味があるが、警察当局がこうしたインセン
ティブの取り組みを、地域、企業、諸団体、職場といった人々に対し組織的対応を求めざ
るを得なくなったところに、別の意味での意義を見いだしているのである。換言すれば、
警察の交通安全行政も、単なる取り締まりから地域との連携を前面に出さざるを得ない時
代になったと考えるからである。そのことをより端的に示すのが、以下に記した第９次交
通安全計画の「新局面」なのである。 
２ 第９次交通安全計画における「生活道路」への重点施策 
 超過達成された第８次交通安全計画を継承した第９次期計画の策定（４）は、微妙な問題
を抱え込んだといえるだろう。なぜなら、計画には目標が付きものだからである。前回に
ここまでよい結果を得たのであるから、次の目標はその減少率を維持しようとすれば、死
者数目標を２，０００人とすることもあり得る。専門委員会の中での議論をここで公表す
る積もりはないが、あれこれ議論の末、２４時間死者数を５年後までに３，０００人とす
ることになりそうである。それを国際標準の３０日死者数で概算すれば、ほぼ３，５００
人となる。また、平成２０年度に政府が掲げた「１０年後の平成３０年までに２，５００
人以下にする」という方針を、２０１８年時点に実現したとすると、これは３０日以内の
死者数としては、その時の人口増減も加味して計算すると、１０万人あたり２．３人とな
る。これは諸外国の現状に変化がないとすれば、（図表２）のようにアイスランドを抜いて
堂々世界一位となる数字である。死傷者数も７０万人以下を目標とするということだ。他
国が手をこまねいているはずもないので、これはあくまで希望的観測だが、それにしても
わが国の現状を考えると俄には信じがたい目標である。何が信じがたいかというと、過去
５－１０年の減少トレンドが継続されるという想定そのものである。 
まず第１に、ここ５－１０年の車の道路の物理的環境の改善－特に高速道路や幹線道路
の整備－、車両安全性の改善、飲酒取り締まりの厳罰化、人々の遵法精神などといった、
いわばわが国の得意分野とも言える部分が、今後も同じような勾配で効果を発揮し続ける
という想定にかなり無理がある。確かに投下費用・努力に応じて効果はそれなりに上がる
だろうが、それは次第に逓減してゆくとみるべきだろう。もっとも自動車利用の低下につ
いては、経済破綻が進めば望まずして効果を発揮するかも知れないが。 
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（図表２）人口１０万人あたり交通事故死者数の国際比較 
 
    出典 国土交通省 
第二に、ここが最も重要なのだが、高齢者、歩行者、自転車の死傷者の比率（図表３，
４，）が欧米に比べて極めてよくないということである。どうしてこういう事態になるのだ
ろうか。 
（図表３）欧米主要国の年齢別交通事故死者数の構成 
 
出典 国土交通省 
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（図表４）欧米主要国の状態別事故死者数の構成 
 
出典 同上 
その答えともなっているのが、「生活道路」における死傷事故の多さである。専門委員会
の場でも、そもそも「生活道路」とは何かという議論も盛んに行われたが、未だ定見はな
い。しかしたとえば居住地から５００m 以内の道路がそれだとすると、事故死者の約半数
はその範囲で死亡しているといわれる。居住地から５００m 以内に幹線道路がある場合も
あるから、それは一概に日常的な生活空間だとはとは言えないかも知れない。どのような
定義をしても疑問点はあるのだが、今仮に第９次計画書と同じく「車道幅員５m 未満の道
路」とした場合の、死亡者数を示したのが（図表５）である。 
（図表５）生活道路（幅員５．５m 未満）の死亡事故件数の推移 
 
出典 同上 
それによると、確かに「生活道路」での死亡者数は全体の１５％程度であり、死者数も
確かに減ってきてはいる。しかしその構成比率を見ると、むしろ増加しているか高止まり
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となっている。要するに、ここ５－１０年の死亡事故の急減は、広い道路ではかなり効果
的に減少したが、生活道路ではその減少幅が相対的に小さかったということである。また
他の資料（今回略）によると、生活道路での死傷事故の４割が歩行者と自転車がらみであ
る。 
以上を要約すると、わが国の弱点は、生活道路において歩行者や自転車や高齢者が事故
に遭っている割合が小さくなく、今後はそこがネックになる可能性が高いということにな
る。以上の点は、計画策定にあたった専門委員も国交省､警察庁もよく理解しており、それ
故に今回も計画には「生活道路」というやや不確かな概念を敢えて導入し、紹介したよう
な資料を作成しここの問題の解決に取り組む姿勢を見せたのである。そこが今回計画の最
も注目すべき画期的な点になるはずだ。 
以上で､今後のわが国における交通安全対策の最も大きな２つの課題が明らかになった。
第１は、依然として死傷者の８割を占める一般道路での事故に対する施策の効果が低減し
かねないという問題。第２は、「生活道路」での問題にどう取り組むかということである。 
いずれも、「世界一安全な日本」の実現にとって極めて厄介な問題となろう。  
「生活道路」での問題の解決法は？ 
本論では第２の課題に関してのみ考えてみることにしたい。計画を策定した専門委員会
の討議でも、わが国の生活道路の環境条件が極めて厳しいことが論議された。筆者の意見
も含めて紹介すると、たとえば 
a.自転車専用道の敷設すら遅々として進まない道路幅員の狭さ、b.自転車運転者のマ
ナーの悪さ、ｃ.筆者が先に誉めた「遵法意識」だが、「公共性」の立場から道路形状
を改変しようとした時の「各論反対」の激しさ、d.これまでの計画はどちらかという
と国家レベルからの視点が中心だったが、「生活道路」は自治体のいわばミクロな問
題であり,国と地方の連携が出来るのかどうかという政策実施レベルの問題、e.同じく
自治体内の交通関係部署とそれ以外の部署あるいは警察庁と県警間さらには警察内
での交通関係部署とその他の部署との権限争い,f.「生活道路」における安全の優先順
位への規範意識の弱さ、等々きりがなかった。 
 こうした問題を討議する過程で、今後の基本視角として、「生活道路」の安全問題は､
自治体の領域や努力が不可欠であること、また何らかの施策を策定するときには地域住
民の積極的な関与が必要であり－というより市民との連携が不可欠であることが明記さ
れた。 
さらに、より具体的な施策として、車の流入規制やバリアフリー化、ハンプ・クラン
ク等の設置による速度低下、領域内の 30 キロ以内速度制限、なども推奨される。こうし
た施策は、欧米では当然のこととして 10 年以上前から定着しているのだから、遅きに失
した感もあるのだが、それはさておき「安全で円滑」と言う施策において、「安全」がよ
り重視されるようになった瞬間であると筆者には感じられた。他にも、警察の防犯パト
ロールと交通安全パトロールの共同開催の推奨など、なぜこれまで出来なかったか理解
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に苦しむ施策の提言も盛り込まれた。 
以上のような提言が行われたことを筆者も大いに評価するのだが、こうした宣言だけ
では、「生活道路」での問題解決にはほど遠いのである。筆者も国際交通安全学会やその
他の場での機会を通じてこの問題に関わってきた経験があるので、その難しさを痛感し
てきたからである。その一端を紹介しよう。 
道路環境改善の難しさ 
たとえばハンプの敷設一つをとっても簡単にはいかない。その設置には、自治体の担当
部署と所轄警察の許可が不可欠である。それを住民が求めたとしても、「住民の全員の同意
が必要」「新たな事故が起きかねない」「予算がない」「優先順位がある」などの「理由」に
よって実現しない。ただ積極的な自治体によっては「カラー・イメージ・ハンプ」という
段差のない塗装ハンプに代えることで一歩前進している例は数多くみられる。しかしイミ
テーションはすぐ見抜かれるだろうし。大体、この程度の施策に及び腰になるというのも
気がかりなところである。実は筆者の大学でも、自転車通行レーンを整備しようとしたと
ころ、同じような懸念で頓挫したのであるから、私自身偉そうなことは言えない。 
こうしたスピード制限が設置されている欧州では、これにあたって事故が起きたときに
は、当事者の自己責任であり、道路管理者が訴えられるなどというのは論外である。日本
は決していわゆる訴訟社会ではないのだが、こうした反応を見ていると、公的部門の過剰
防衛反応なのか、メディアの非常識か、あるいは日本人は既存の法規のみにしか「遵法精
神」を働かせないのかわからなくなるというものだ。これでは全国に無数にある「生活空
間」が改善されるのはいつの日なのだろうか。 
別の例を紹介しよう。通学児童を守るための､流入制限（一方通行化）を求めた住民に対
し、短時間のみそれを認めたところ、無視して流入する車両と住民の紛争が起き、結局失
敗した例を筆者自身が知っている。取り締まりがうまく機能しなかったのである。 
地域の主人公が誰なのか、「公共性」とは何なのか、思い悩む事例は他にもいくらでもあ
る。筆者はかつて駐輪違反と狭い道路の危険性に悩む都内のある市に、多くの道を一方通
行にして、空いたスペースを使って自転車専用レーンと駐車スペースを創ってはどうかと
いう提案（６）を行ったことがある。地区の住民団体や商工関係者、自治体担当者などと協
議の過程ではあまり異論がなかったのであるが、結局各論では上のような事情で取り入れ
られなかった。また国際交通安全学会の記念事業において「自転車専用レーンどころか歩
道すらない県道クラスの道を、出来る限り一方通行としたらどうか」という提案をしたが、
大方の人から一笑に付されたこともあった。 
市民組織、ＮＰＯ組織の問題と運営の難しさ 
以上のような事をいうと、何か公的組織だけが怠慢であると非難しているように思われ
るかも知れないが、そんなことはない。筆者はかつて、大規模な交通関係のＮＰＯの調停
役を依頼されたことがあった。このＮＰＯは道路環境の不備を指摘し、その改善を提案ず
る活動を行っている、かなり力量のある人々の集まりだった。そのメンバーの幾人かは自
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分の足で不備な箇所を見つけ、改善を提言するという敬服すべき活動を行っていた。しか
しあまりに提案する改善箇所が多く、それも性急な要求をするので、警察や役所のほうは
やや辟易気味となっており、その人々から見ると逃げ回っているように受けとられていた。
ましてやそのＮＰＯ内にも意見の食い違いがあり、かなり大きな軋轢が生じていた。「善意」
が外にも内にも「攻撃性」を発揮してしまった例ではないか。同じようなことは、「市民」
「住民」「ＮＰＯ」などの活動においてしばしば見られる現象で、ある意味ではそれ自体が
社会学的研究の対象とするべきだと筆者は考えている。住民運動と自治体の関係を「対立
的位相から協同的位相」への過渡期と見る研究者（７）もいるが、その過程はそう簡単では
ない。よくこうした場所に、「学識経験者」として大学関係者が引っ張り出されるが、その
「専門性」や「見識」にも一定の政治的・利害的「立場」がないとは言えないし、そもそ
もその人選権が役所等にあるところにこそ問題があるのではないか、と筆者は考えている。
だとすれば、「運動」の妥当性を第三者として判定する「ＮＰＯ」をまず作り、その機関が
当事者の利害や思惑を離れて、それぞれの運動の妥当性の判定を行う必要があると考える。
そのＮＰＯの人選をどうするのかという妙案はないが、北欧のオンブズマンなどが好例を
示しているのではないだろうか。 
交通安全の問題をあまりに拡大させすぎたかも知れない。しかしその真意は、第 9 次計
画で宣言した「世界一安全な国」になるためには、「生活道路」での安全確保が不可欠で、
そのためには市民的運動が盛り上がらないといけないという提言が、実はわが国の現状を
考えた場合、極めて困難な状況にあるということをいいたかったからに他ならない。 
シェアードスペースに学ぶもの 
本論の最後に、こうした市民的運動の極端な例として欧州で起こっている「シェアード
スペース」の例を挙げておこう。これは国政交通安全学会で、埼玉大学の久保田尚教授が
紹介された事例（８）（９）の引き写しでしかないのだが、そのあまりの奇抜さに筆者もいろ
いろ考えさせられた事例である。 
久保田教授によると、シェアードスペースとは、オランダの交通計画者のハンス・モン
デルマンにより提案されたもので、オランダのフリースランド州で 1985 年に始まり、今で
はＥＵ５ヶ国の 6 都市と 1 地方が参加しているという。そこでは程度の差はあれ、交通ル
ールは右方優先だけで、道路上のレーン表示はもとより、信号も道路標識もない。従って
車も人も危険を避けるために周囲に注意を払い、ゆっくりと走るというものである。教授
の撮られた映像によると、端から見ると非常に危ないように見える行き交いも、車のスピ
ードが遅いために意外と安全なのである。こうした施策には、市民の同意と協力が不可欠
で、先に述べた住民優先と市民主体施策の最前線事例でもあるわけだ。わが国でも既に京
都市下京区の一部で実験が行われているようだが、限られた空間では実験は好感を持って
迎えられたようである。 
以上の施策は映像を見た限りではとても「円滑」な交通とは言えないが、確かにたとえ
衝突が起こっても大怪我はないだろうと感じた。つまり安全なのであろうと想像出来るわ
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けである。ふと思い出したのは、15 年ほど前のカンボジアの首都プノンペンは中心街の交
差点での光景である。当時は信号も無く、交通ルールは無視されていたが、人も二輪車も
馬車も四輪車もゆっくりと交差点を四方から渡っており、大きな事故は見られなかった。
その後信号機が設置出されると、慣れない信号のせいでむしろ事故が多発し、仕方なく警
官が交通整理するようになったが大きな事故が後を絶たず、現在に至っている。急に車の
スピードが速くなったからである。ある意味では１５年前の方が「安全」だったのだ。 
時代も場所も異なるのだが、「円滑」と「安全」の逆説的な関係を示している例ではある。 
筆者は､今すぐに欧州のような施策を取り入れろとまではいわないが、そこに確立しつつ
ある安全への精神と、地域住民の合意形成という点に敬意を表さざるを得ない。 
交通は、そこに住む住民の安全が最も優先されるべきであり、それを実現するのは住民
自身であるという思想がわが国に定着するのはいつのことだろうか。それなしに、果たし
てわが国が世界一安全な国になどなれるのだろうか。 
 
文献注 （１）内閣府政策統括官『道路交通安全に関する基本政策にかかる調査 報告書』桑原雅夫 
東京大学生産技術研究所教授 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社委
託、2010 年 3 月 
     （２）尾形隆彰「飲酒運転防止研究の根本問題」千葉大学大学院人文社会科学研究科、 
         研究プロジェクト報告書第 187 集、「ＮＰＯと新しい働き方」2009 年 3 月 
（３）日本犯罪社会学会編集委員会 浜井浩一『グローバル化する厳罰化と 
       ポピュリズム』現代人文社、2009 年 11 月  
（４）内閣府中央交通安全審議会『第 9 次交通安全計画』2011 年 3 月発行予定 
     （５）警察庁交通局交通企画課『地域ぐるみの飲酒運転防止活動 事例集』 
        座長 尾形隆彰 2010 年 3 月 
     （６）国際交通安全学会「都市の自転車交通に関する研究」調査研究報告書１９９７年３月 
        尾形隆彰「自転車のり用をめぐる現状と提案」千葉大学大学院社会文科化学研究科「研
究プロジェクト報告書」第３４集、2006 年３月       
     （７）松野弘他編著『現代地域問題の研究』ミネルブァ書房、2009 年 4 月 
  
（８）http://www.elfferding.de/report/sharedspace.html 
     （９）ズザンネ、エルファディンク（E.Susanne）「ドイツにおけるシェアードスペースの法
的枠組みとその実践」（社）「国際交通安全学会雑紙」Vol.35,2010.8 
 
 
 
 
 
